
瀬谷区寄り添い型生活支援事業実施要綱 

 制 定  平成 28  年３月 22 日 瀬こ第２９１３号（区長決裁） 

最近改正  平成 31 年３月 25日  瀬こ第３１１３号（区長決裁） 

（目 的） 

第１条 この要綱は、横浜市寄り添い型生活支援事業実施要綱に基づき、学習支援・生 

活体験・相談・生活支援を行う支援施設（以下「子どもの生活塾」という。）を設置 

し、瀬谷区内に住所を有する世帯のうち、生活困窮や養育困難等の課題を複合的に抱 

えた世帯（以下「課題を複合的に抱える世帯」という。）の子どもと保護者に対して 

必要な支援を行う「瀬谷区寄り添い型生活支援事業」の実施について、必要な事項を 

定めるものとする。 

２ この事業は、こども青少年局及び健康福祉局と連携して実施するものとする。 

（実施主体） 

第２条 この事業の実施主体は瀬谷区とし、子どもの生活塾の設置及び運営について

は、子ども及び子育て家庭への支援能力を有すると認められる地域の法人に委託して

実施する。 

（協働による実施） 

第３条 この事業は、瀬谷区と本事業の受託事業者が互いに理解・尊重し、対等な関係

のもとに、事業目的を共有しながら、協働で実施していくものとする。 

（子どもの生活塾の設置） 

第４条 子どもの生活塾の設置及び運営を委託された法人（以下、「受託事業者」とい

う。）は、瀬谷区内に子どもの生活塾を設置しなければならない。 

（支援対象） 

第５条 この事業における支援の対象は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 課題を複合的に抱える世帯の小学校及び中学校に就学している子で、子どもの生

活塾を利用することで健全な育成が見込まれるもの 

(2) 課題を複合的に抱える世帯の小学校及び中学校に就学している子の保護者で、子

を養育するための支援をすることで自立が見込まれるもの 

(3) 前各号に準ずる者で福祉保健センター長（以下、「センター長」という。）が認

めたもの 

（子どもの生活塾の業務内容） 

第６条  子どもの生活塾では、次の業務を行うものとする。 

(1) 日常生活習慣等を身に付けるための支援

(2) 安心して過ごせる居場所の提供

(3) 学校の勉強の復習・宿題等の習慣づけ

(4) 基礎的な内容の学び直し

(5) 関係機関との連絡調整



 

２ 運営法人は、前項の支援に加え、次に掲げる支援をセンター長と協議のうえで、家

庭訪問等により行うことができるものとする。 

(1) 生活を支援する者の派遣（以下「アシスタント派遣」という。）による、生活の 

安定を図るための支援及び、自立を支援するための情報提供、助言等による生活支 

援 

(2) 対象生徒及びその保護者への個別相談 

(3) 事業利用を中断又は終了した生徒及びその保護者への個別相談 

(4) その他、センター長が必要と認める支援 

 

（職員の配置） 

第７条 子どもの生活塾には、児童の育成に関する知識と経験を有する者のうちから、

次の各号に掲げる職員を配置するものとする。 

(1) 統括責任者 １名 

事業実施の統括責任者。利用者への支援のほか、事業全体を統括管理し、対外的

な連絡・調整、利用登録の調整等を行う。 

(2) 生活支援スタッフ １名以上 

現場運営の責任者。統括責任者を補佐し、統括責任者不在時には代理を務める。 

 (3) 生活支援アシスタント 

生活支援スタッフの指示の下、支援を実施する。 

(4) 生活支援アシスタント補助者（必要により配置）。 

前条第１項第１号から第４号までに規定する業務内容の補助業務に従事する。 

２ 利用する児童が１名以上いる場合は、職員を２名以上配置する。 

３ 受託事業者は、職員の氏名等を職員名簿（変更）届出書（第８号様式）によりセン

ター長に報告しなければならない。職員に変更を生じた場合も同様とする。 

 

（利用の申込） 

第８条 子どもの生活塾の利用を希望する者は、利用申込書（第１号様式）により、セ

ンター長に利用の申込をするものとする。 

 

（利用の決定） 

第９条 センター長は、前条の規定により利用申込書の提出を受けたときは、子どもの

生活塾の利用を希望する者が、第５条各号のいずれかに該当するかどうか及び子ども

の生活塾の体制上受け入れが可能かどうか等を審査するものとする。 

２ 前項の審査の結果、利用を認めるときは利用承認通知書（第２号様式）により、 

利用を認めないときは利用不承認通知書（第３号様式）により、利用申込者あて通知

するものとする。 

３ センター長は、利用を承認した者について、利用承認通知書の写しをすみやかに運

営法人あて通知するものとする。 

４ センター長は、第１項による利用の決定を行った者の名簿を作成し、各年度終了時

の参加者の状況について記録を行う。 



（支援状況の共有）  

第１０条 前条により利用決定を行った場合、利用者に対し的確な支援を行うため、 

受託事業者が支援を行うのに必要な範囲で、利用者に関する情報を支援状況意見書

（第４号様式）により共有するものとする。 

 

（利用料） 

第１１条 子どもの生活塾の利用は無料とする。ただし、第６条第２項第１号の業務に

おいて、通院介助等に要したアシスタント派遣の交通費は利用者の負担とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、食事等を提供する場合の利用者の負担並びに施設内外で

実施するイベントや第三者が実施するイベント等に参加する場合の参加費及び交通費

等は、受託事業者があらかじめセンター長と協議し、承認を得たうえで、利用者に負

担を求めることができる。 

 

（支援内容の報告） 

第１２条 受託事業者は、利用者に対して行った支援の内容を支援内容報告書（第５号 

様式）により支援を行った月の翌月の 15 日までにセンター長に報告しなければなら

ない。 

 

（開所日数及び時間） 

第１３条 子どもの生活塾の開所は、原則として週５日以上、１日あたり５時間以上と 

する。 

２ 第６条第２項第１号の業務におけるアシスタント派遣は、原則として午前８時から

午後５時までとする。 

 

（利用日数） 

第１４条 子どもの生活塾の利用は、原則として週２日までとする。ただし、第６条第

１項第３号及び第４号における進学を目的とした学習支援はこの限りではない。ま

た、行事等への参加は利用日数に含めない。 

２ 第６条第２項第１号の業務におけるアシスタント派遣は、原則として、１回の派遣

につき２時間以内で１日２回を限度に、週３日までとする。 

 

（利用期間） 

第１５条 子どもの生活塾の利用は、利用申込のあった年度の３月３１日までとする。 

２ 継続利用を希望する利用者は、利用申込書（第１号様式）により、センター長に継

続利用の申込をしなければならない。 

３ センター長は、継続利用の可否について、第９条の規定に準じて審査を行い利用者

宛てに通知するものとする。 

  

（安全管理） 

第１６条 受託事業者は、日常、危険を防止する措置を講じるとともに、事件、事故及 

び災害等（以下「事故等」という。）の発生時に迅速かつ的確な緊急対策を実施でき



るよう関係機関との連携に努めなければならない。 

２ 受託事業者は、子どもの生活塾において事故等が発生した場合、速やかに事故報告

書（第６号様式）によりセンター長に報告しなければならない。 

 

（個人情報の保護） 

第１７条 受託事業者は、この事業による事務を処理するための個人情報の取り扱いに

ついては、別に定める「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

２ 本事業の実施にあたっては、個人番号の収集及び使用は行わない。 

 

（職員の責務） 

第１８条 職員は、その業務を行うに当たり、当該世帯に関して職務上知り得た秘密を

漏らしてはならない。職員の業務に従事しなくなった後も同様とする。 

 

（職員の身分証明書） 

第１９条 センター長は、受託業者の職員に対し、身分証明書（第７号様式）を交付す

るものとする。 

２ 職員は、その職務の遂行に際しては、常に身分証明書を携行し、請求があったとき

は提示しなければならない。 

３ 身分証明書は、他人に貸与又は譲渡してはならない。 

４ 職員は、受託事業が終了したときは、速やかに身分証明書を返却しなければならな 

い。 

 

（関係機関との連絡調整） 

第２０条 受託事業者は、この事業の実施に当たっては、区職員、その他関係する機関

と連絡を密にして行うものとする。区職員、その他関係機関職員との間で、利用者世

帯の状況を把握し、必要な支援を提供するためのカンファレンス等連絡調整を行うも

のとする。 

 

（連絡会の設置） 

第２１条 事業を通して明らかにされた課題を複合的に抱える世帯の状況について共

有・検証し、地域における支援体制を確立するために、次の各号に掲げるもので構成

する子どもの生活塾連絡会を設置する。 

(1) 区民生委員・児童委員協議会代表者 

(2) 区主任児童委員連絡会代表者 

(3) 区社会福祉協議会代表者 

(4) 学校関係者 

(5) 受託事業者 

(6) 瀬谷区こども家庭支援課長 

(7) その他センター長が必要と認める者 

 

（補則） 



第２２条 この要綱に定めるもののほか、この事業に関し必要な事項は別に定めるもの 

とする。 

 

附則 

１  この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

（瀬谷区支えあい家族支援事業実施要綱の廃止） 

２ 瀬谷区支えあい家族支援事業実施要綱（平成 22年７月 30日 瀬こ第 1228 号）は、

廃止する。 

３ この要綱による廃止前の瀬谷区支えあい家族支援事業実施要綱の規定により、現に

生活・学習支援を実施している者については、この要綱を適用するものとする。ま

た、事業の利用決定を受けている者で、この要綱の施行後も継続利用が予定されてい

る者は、この要綱の規定により利用の決定を受けたものとみなす。運営法人の選定等

についても同様とする。 

 

附則 

この要綱は、平成 30年９月 25日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成 31年３月 25日から施行する。 



第１号様式（第８条）

      年    月    日　

瀬谷福祉保健センター長

利用申込者 住　所 〒　　　-　　　

氏　名 印

電話番号 － －

ＦＡＸ － －

緊急連絡先 － －

印

（※記名押印にかえて署名することができます。）

　　年　　月　　日 氏名

利
　
用
　
世
 
帯
 
構
 
成

 

 

性
別

続柄

に関する法令等を守り、適切に取扱います。

 

　私は、瀬谷区寄り添い型生活支援事業の内容を承諾し、利用について申込みます。

 

 

■上記について、了承の上、利用を申し込みます。

配慮事項等　　※参加するお子様について、配慮を要する事項がございましたら、記載をお願いします。

■この申込書に御記入いただいた個人情報及びこの事業の利用にあたって必要な情報は、支援

のために必要な範囲で、受託事業者及び関係する公的機関等と共有します。

なお、個人情報を利用する際は、横浜市個人情報の保護に関する条例、その他個人情報の保護

瀬谷区寄り添い型生活支援事業　利 用 申 込 書　(新規・継続)

【個人情報の取り扱いに関する同意】

生年月日 職業・学校 備　　　　考

 

氏　　　名

アレルギー：有・無（有の場合、具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 

 



第２号様式（第９条）

第

         年   月   日　

様

　　　瀬谷福祉保健センター長

利用期間

瀬谷区寄り添い型生活支援事業　利用承認通知書

瀬谷区寄り添い型生活支援事業の利用について次のとおり決定しましたので通知します。

申
請
者

氏名 生年月日
　　  年　　月　　日

住所

利
　
用
　
世
 
帯
 
構
 
成

　　年　　月　　日から  　　年　　月　　日まで

氏　　　名 続柄 生年月日 備　　　　考



第３号様式（第９条）

第

      年   月   日　

様

　　　瀬谷福祉保健センター長

 

瀬谷区寄り添い型生活支援事業　利用不承認通知書

瀬谷区寄り添い型生活支援事業の利用について次のとおり決定しましたので通知します。

申
請
者

氏名 生年月日
　　 年　　月　　日

住所

利
　
用
　
世
 
帯
 
構
 
成

不承認の
理由

１　瀬谷区寄り添い型生活支援事業実施要綱第５条に該当しない。
２　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏　　　名 続柄 生年月日 備　　　　考



第４号様式（第１０条）

瀬谷区寄り添い型生活支援事業　支援状況意見書

続柄 氏名 性別 生年月日 職業・学校学年等

作成日 瀬谷福祉保健センター担当者

  　　年　　月　　日 　　　　　　　　　　課　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

住
所

瀬谷区
電
話

特に必要な支援 その他

家族構成

既往症（疾病、障害など）

近隣との関係（子育て協力者の有無など） 家庭状況（家族関係）

福祉サービス（利用状況） 経済状況（公的扶助）



第５号様式（第１２条）

瀬谷区寄り添い型生活支援事業

対象者 氏名

住所 瀬谷区

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

： ～ ： □子ども □学習
□保護者 □生活体験

： ～ ： □相談
□生活支援
□その他（　　　　　）

支援内容報告書（    　　年　　月分）

利用年月日 利用時間 利用者 支援内容 担当 備考

1 年　　月　　日

2 年　　月　　日

3 年　　月　　日

4 年　　月　　日

5 年　　月　　日

6 年　　月　　日

7 年　　月　　日

10 年　　月　　日

8 年　　月　　日

9 年　　月　　日



第６号様式（第１６条）
年　　　　月　　　　日

（報告先）
横浜市　　瀬谷福祉保健センター長

事業者名

瀬谷区寄り添い型生活支援事業事故報告書

　1　事故（傷病）名

　２　発生年月日

　３　事故にあった者

氏名
男
･
女

　　　年　　　月　　　日生

住所
〒

電話番号

保護者氏名
（未成年の場合）

　４　発生状況

　５　処置及び経過

　７　その他

　６　受診した医療機関

名称

所在地

電話



第７号様式（第１９条）

No.

  　年　月　日発行

（注）
1

2

3

            身分証明書
氏名
勤務先

　上記の者は、横浜市の下記委託業務に従事する者
であることを証明する。
１　委託業務　瀬谷区寄り添い型生活支援事業

２　委託期間　契約日～  　年　月　日

本証明書は、委託業務に従事する場合には、必ず携
帯し、関係人の請求があったときは、いつでも呈示
しなければならない。

瀬谷福祉保健センター長

本証明書は、他人に貸与又は、譲渡することはでき
ません。

この証明書の有効期間は、委託期間とし、委託が終
了したときには速やかに返還してください。



        年    月    日　

事業者名 印

〒　　　-　　　

－ －

－ －

第８号様式（第７条）

瀬谷区寄り添い型生活支援事業　職員名簿（変更）届出書

瀬谷区寄り添い型生活支援事業の実施に伴い、職員名簿を届け出ます。

住所

瀬谷福祉保健センター長

電話番号

ＦＡＸ

氏　　　名 性別 年齢 役職

 

 

 

 

担当業務 資格・経歴
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